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Ⅰ　はじめに

1 　本研究の目的

本研究の目的は、本県高等学校における地域連
携の現状調査により、その成果と課題を明らかに
し、本県高等学校におけるコミュニティ・スクー
ル導入の可能性を探ることである。そのために全
国でコミュニティ・スクールを導入している高等
学校の導入までの経緯や成果と課題、及び、本県
高等学校の地域連携の取り組みの現状や成果と課
題について調査する。これらの調査から明らかに
なったことを分析・検討することで、本県高等学
校における地域連携の推進の一つの方法であるコ
ミュニティ・スクール導入の可能性を探った。

2 　主題設定の理由

現在、県内の多くの小・中学校にコミュニティ・
スクールが導入され、学校と地域の連携が行われ
ている。また、本県独自の、学校と地域の連携・
協働のしくみである教育振興運動の理念を継続し
ながら、コミュニティ・スクールを導入すること
により、それぞれの市町村や学校の運動推進の実
状を踏まえた方策が進められている。本県では、
コミュニティ・スクール導入によって教育振興運
動の現状を見直し、今後より望ましい姿に改善す
る、あるいは活性化を図る絶好の機会として捉え、
適切な役割分担で持続可能な仕組みを構築してい
くことが必要となっている。
このように、地域とのつながりが深い小・中学

要　約

本研究の目的は、本県高等学校における地域連携の取り組みに関する調査により、その成果と課題を明
らかにすることである。そのための方法として、全国のコミュニティ・スクール導入までの経緯や、本県
の地域連携の取り組みの現状について調査し、本県高等学校における地域連携の推進の一つの方法である、
コミュニティ・スクール導入に向けての可能性を探った。
調査結果から、地域連携の取り組みにより、学校と地域の連携が推進されているということが明らかに
なった。また、課題としてあげられた、地域連携の取り組みへの負担感、教員のコミュニティ・スクール
の認知度の低さを解決するための手立てとして、教員向けのコミュニティ・スクールの情報提供パンフレッ
トの作成や研修会の実施の提案を行った。

＊岩手大学大学院教育学研究科教職実践専攻，＊＊岩手大学大学院教育学研究科

高等学校における地域連携の現状と課題
－高等学校におけるコミュニティ・スクール導入の可能性を探る－

川原　恵理子 *，鈴木　久米男・川上　圭一 **
（令和 3年 2月19日受理）

KAWAHARA　Eriko，SUZUKI　Kumeo，KAWAKAMI　Keiichi

The Current State of and Issues in Senior High School's Regional Collaboration: Exploring the possibility of 

introducing community schools at the senior high school level



46 川原恵理子・鈴木久米男・川上圭一

校では、地域連携について組織としての取り組み
が継続されてきた。しかし、高等学校での地域連
携の取り組みについては、学区が広域であること
から、地域にとって縁遠い存在のイメージがあ
り、必ずしも推進されているとはいえない状況に
ある。全国のコミュニティ・スクール導入を見て
も小・中学校が中心で、高等学校での導入は平成
30年度に急激に増加したものの、まだ少ない。
本県でも、高等学校における地域連携の取り組
みは、多くの学校で実施されている。しかし、そ
の形態は学校によって異なり、地域連携の活動内
容も様々であると考えられる。また、教員の異動
などによる活動の継続の難しさや、取り組みの成
果のわかりにくさ、活動時間の確保、また教育課
程上の取り扱いなど、活動の継続には様々な課題
が多いのではないかと推測される。また、コミュ
ニティ・スクール導入についても、制度の内容が
あまり知られていないという現状もあり、導入す
るまでには至っていない。
そこで、県内高等学校に、現在取り組んでいる
地域連携についてアンケート調査を行い、各学校
で行われている地域連携の取り組みの実態を明ら
かにすることで、取り組みの実施内容や方法、成
果と課題をまとめ、その課題解決の糸口を考えた
い。また、全国でコミュニティ・スクールを導入
している高等学校の導入後の成果や課題を調査
し、その課題解決の糸口を考えることで、本県高
等学校における地域連携推進の一つの方法である
コミュニティ・スクール導入に向けての手立てを
探っていきたいと考え、本主題を設定した。
3 　先行研究

本研究に迫るための前提として「地域連携の必
要性」や「学校と地域との連携」「高等学校にお
ける地域との連携による学習」の 3つの視点から
先行研究をみていく。
一つめの「地域連携の必要性」について成果と
課題をまとめる。岩本（2019）は「学校が多様な
主体と協働しながら生徒や学校の課題を解決して
いくことが必要になってきている」と述べている。
さらに、後藤（2008）は、地域連携に取り組むこ

とでの成果について、「学校と地域のネットワー
ク構築、地域に開かれた学校づくりによる保護者、
地域の学校理解と信頼感の向上」や「地域の人材
や教材を活用する地域特有の教育によって、生徒
たちの地域愛着が向上し、新しい人材としての地
域貢献も期待できる」と述べている。しかし、課
題として、後藤（2008）は「地域の弱体化による
人材不足、予算不足」をあげ、そのためには、「学
校が中心となって地域に働きかける、学校におけ
る地域づくりが必要になる」と述べている。また、
八尾坂（2012）は「コミュニティ・スクールの認
知度が低いこと」や「その意義・有効性が十分理
解されていないこと」などをあげている。
二つめの「学校と地域との連携」について成果
と課題をまとめる。中央教育審議会（2005） 「新
しい時代の義務教育を創造する（答申）」では「学
校運営協議会制度（コミュニティ・スクール）や
学校評議員制度の積極的な活用を通じて、保護者
や地域住民の学校運営への参画を促進する必要が
ある」と述べている。また、八尾坂（2012）は、
コミュニティ・スクールの成果として、「教育目
標・学校経営方針の策定、学校評価への地域住民・
保護者の参画や意見・要望の反映などが進み、よ
りよい学校運営の実現に寄与している」ことや「特
色ある教育活動の充実・活性化が図られている」
こと、さらに「地域に開かれた信頼される学校づ
くりが進んでいる」ことをあげている。しかし、
課題として、佐藤（2016）は、「学校評議員や学
校支援地域本部事業との違いが区別されていない
こと」をあげ、この背景には「コミュニティ・スクー
ルに対する理解不足がある」と述べている。長畑
（2015）は、コミュニティ・スクールの課題とし
て「教職員・地域・保護者のコミュニティ・スクー
ルへの理解・関心が低い。管理職や担当職員、地
域住民の活動負担が大きい。地域社会との恒常的
な連携・協働の仕組みづくりが不十分」と述べて
いる。そのほか、日渡（2016）は、「活動が形骸
化している『名ばかりコミュニティ・スクール』
の存在が指摘されてきたこと」や「学校運営協議
会制度が学校や地域の実情に合わなかったケース
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もある」と述べている。
三つめの「高等学校における地域との連携によ
る学習」の成果と課題についてまとめる。文部科
学省（2018）は、高等学校で地域との連携による
学習を行う意義を、「地域の差し迫った課題を、
高校生自らが地域と協働して解決していく地域課
題解決型学習を実施するなど、高等学校と地域の
双方向的な魅力を発信することにより、これから
の時代に必要な生徒の主体性や協働性の育成に資
することも期待される」と述べている。また、岩
本（2019）は、「高等学校において生徒が地域に
あるさまざまな産業や暮らし、地域の課題や魅
力、未来に対する探究を深められる機会があるこ
とは、教育の観点だけでなく地方創生の観点から
も重要」であるとしている。しかし、課題として、
高等学校において「地域」の捉えが難しいという
ことが考えられる。これは、各学校・地域の実態
によって連携の内容や取り組みが異なることや、
通学範囲が広域になることなどから、「地域」の
捉えが曖昧になっているためと考えられる。そこ
で、本研究での「地域」とは、ある一定の地域を
示すということではなく、学校が設置されている
地域を基盤とした住民組織や人と人とのつながり
であり、その地域に関わる様々な活動を展開して
いる団体のことと捉える。

Ⅱ　地域連携に関する実態調査

全国でコミュニティ・スクールを導入している
高等学校100校（有効回答率52%）と、県内高等
学校すべての管理職（64校）、抽出校（13校）の
教員に、地域連携の取り組みや成果と課題につい
て質問紙調査を依頼し、調査からわかったことを
分析・検討した。
1 　全国のコミュニティ・スクール導入校への質

問紙調査の結果

全国のコミュニティ・スクール導入校への質問
紙調査から、全国の導入校では、その成果を実感
しているということがわかった。コミュニティ・
スクールを導入した成果の調査結果は図 1のとお

りである。この調査は 6件法により行った。 6：
強くそう思う、 5：かなりそう思う、 4：ややそ
う思う、 3：ややそう思わない、 2：かなりそう
思わない、 1：強くそう思わない、として数値で
示し、その数値の平均値を求め、項目の高い順か
ら示したものである。
また、調査全体で明らかになったことは次の 2
点である。一つめは、全国のコミュニティ・スクー
ルの導入校への調査において、コミュニティ・ス
クールを導入したことで、地域連携における取り
組みが大きく変化したという学校は少なく、以前
より行われていた地域連携を継続して行っている
学校が多いということである。また、学校運営協
議会委員の経歴や学校運営協議会で協議した議題
の調査結果を見ても、現在の学校評議員の経歴や
学校評議員会の議題内容と協議内容が類似してい
る。このことから、コミュニティ・スクールを導
入することによって、地域連携の取り組みを大き
く変化させたり、新たな取り組みを行ったりする
必要はなく、県内の各学校で現在行われている取
り組みを継続させながら、学校運営協議会をより
効果的な地域連携の体制づくりとして活用してい
くことができるのではないかと考えられた。
二つめは、コミュニティ・スクール導入に関す
る課題として、多忙化につながるとの回答が多
かったことである。調査結果から、コミュニティ・
スクールを担当している管理職、教員への負担が
課題としてあげられた。この課題の改善に向け

図 １ 　コミュニティ・スクールを導入した成果
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て、教員や学校運営協議会委員に対し、コミュニ
ティ・スクールの取り組みの説明を行ったり、研
修会等への参加を促したりといった工夫を行って
いる（図 2）。このことから、コミュニティ・スクー
ル導入・運営を行うためには、コミュニティ・ス
クールの成果について教員が理解する必要がある
ことがわかった。また、コミュニティ・スクール
の業務内容について、教員や学校運営協議会委員
が共通理解して運営することで、導入後もその成
果が十分に活かされていくのではないかと考えら
れた。

2 　県内高等学校における地域連携に関する質問

紙調査の結果

県内高等学校への質問紙調査から、本県では多
くの高等学校で活発な地域連携の取り組みを行っ
ており、その成果も認識されているということが
わかった。図 3は特に成果のあった地域連携の取
り組みについて教員を対象に自由記述による調査
を行ったものである。樋口（2014）のKHコーダー
による計量テキスト分析を行い、サブグラフ（媒
介）検出による共起ネットワークを描いた。
太実線の部分には「企業、見学、進路、講演、キャ
リア、教育」が多く抽出され「企業見学会や進路
講演会などのキャリア教育を実施」したことが読
み取れ、点線の部分には「探究、時間、課題、解決、
学習」が多く抽出され「探究の時間における課題
解決学習」を行ったことが読み取れる。この結果
から各校の実態に合わせた地域連携の取り組みが
行われ、成果が認識されていることがわかった。
また、調査全体で明らかになった点は次の 2点
である。一つめは、図 4にあるとおり、地域連携

％

図 ２ 　導入 ･ 運営に必要と思われる取り組み

　図 ３ 　特に成果があった地域連携の取り組み（教員）
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の取り組みに対し、管理職、教員ともに負担増を
課題としてあげていることである。この調査は 6
件法により行った。具体的には、地域連携の取り
組みを行う際の校内の地域連携担当者の負担が大
きいこと、教員全体の多忙化につながるなどの回
答があった。しかし、生徒の学習意欲・学力向上
につながりにくい、という回答は低く、地域連携
の取り組みによる生徒への学習効果について理解
しているということもわかった。このことから、
地域連携を行う際の負担を改善する方法として、
地域連携を進めるための、校内体制を構築するこ
とが必要ではないかと考える。そのことが、地域
連携担当者への負担を減らし、学校、地域双方に
とって継続しやすい地域連携の取り組みへとつな
がるのではないかと考えられる。

二つめは、本県高等学校の教員のコミュニ
ティ・スクールに関する認知度が低い、というこ
とである。調査結果から、県内の多くの教員がコ
ミュニティ・スクールについての理解が低いとい
うことがわかった（図 5）。このことから、今後、

本県でコミュニティ・スクール導入を推進してい
くためには、教員へのコミュニティ・スクールの
周知を図り、さらに、その成果についての理解を
促進していくことが必要になるのではないかと考
えられる。

Ⅲ　実践のための現状把握

Ⅱ章で行った地域連携に関する調査結果から
「地域連携の取り組みの成果の理解」や「継続可
能な校内体制の構築の必要性」「コミュニティ・
スクールの周知の必要性」の 3つの課題が明らか
になった。この課題を解決するため、現状把握の
追調査を実施し、その結果から手立てを検討する
ことにより、実践へつなげることとした。課題、
現状把握、手立て、実践、の流れについてまとめ
たものを図 6に示す。

1 　県内小・中学校の地域連携の把握

県内の小・中学校の地域連携の実態を把握する
ため「県内小・中学校の地域連携の把握とコミュ
ニティ・スクールの導入状況」や「県内小・中学
校コミュニティ・スクール導入校の実態の把握」
「県内小学校の実態」「県内中学校の実態」の調
査を実施した。
県内小・中学校の調査結果から、①地域の特性・
特色を生かした学校と地域の協働による学校支援
体制づくりが行われていること、②地域連携担当
教員や地域コーディネーターを窓口にした地域連
携の取り組みの校内体制が構築されていること、
③学校の組織としてのマネジメント力が発揮され

て、教員や学校運営協議会委員に対し、コミュニ
ティ・スクールの取り組みの説明を行ったり、研
修会等への参加を促したりといった工夫を行って
いる（図 2）。このことから、コミュニティ・スクー
ル導入・運営を行うためには、コミュニティ・ス
クールの成果について教員が理解する必要がある
ことがわかった。また、コミュニティ・スクール
の業務内容について、教員や学校運営協議会委員
が共通理解して運営することで、導入後もその成
果が十分に活かされていくのではないかと考えら
れた。

％

図 ４ 　地域連携の取り組みを行う際の課題

図 ５  コミュニティ・スクールの認知度（教員）

図 ６ 　課題と手立てのまとめ
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ていること、という 3点について実態を把握する
ことができた。図 7は、実態調査により把握した
県内M小学校の地域連携を行う際の校内体制を
まとめたものである。

2 　県内高等学校におけるコミュニティ・スクー

ル導入状況の把握

県内高等学校におけるコミュニティ・スクール
の導入状況について把握するため、今年度県内で
コミュニティ・スクールを導入した高等学校（以
下N校と記述）について調査を行った。
（ 1）N校の学校運営協議会の実態

県内の N校は令和 2年 4月に学校運営協議会
を設置し、県内初のコミュニティ・スクールとなっ
た。今年度、学校運営協議会を 3回行うことを予
定している。
第 1回、第 2回の N校の学校運営協議会へ参
加して明らかになったことは、①学校と地域の相
互関係や信頼関係が深まっていること、②学校運
営協議会で、各委員が当事者として「熟慮」と「議
論」を重ねながら課題解決を目指す対話が行われ
ていること、③各委員は学校や地域の現状や課題、
目標、ビジョンの共有ができた上で目標に向けた
取り組みを考えており、学校と地域が対等の立場
で協力して共に活動していること、④校長は最終
意思決定者として地域の動きを敏感に察知し、そ
れに対応した学校運営を行い、教職員と地域とを
効果的につなぐ配慮も行いながら強いリーダー
シップを発揮していること、の 4点である。今後

は、校長のリーダーシップのもとに、現在行われ
ている地域連携の取り組みへの学校運営協議会の
関わりが増え、取り組みの適切な役割分担がなさ
れていくことで、教員への負担が減っていくこと
も可能ではないかと思われた。
（ 2）N校教員への質問紙調査による成果と課題

の把握
N校の教員に対し、地域連携の取り組みやコ

ミュニティ・スクール導入後の成果や課題につい
て、 7月と 1月の 2回質問紙調査を行い、調査か
らわかったことを分析・検討した。
調査結果から、N校の地域連携の取り組みが「特
色ある学校づくりの推進」や「生徒の自主・自立
の推進」「地域の活性化」などの成果につながっ
ていることがわかった。この調査は 6件法で行っ
た。 2回目の調査では、どの項目においても肯定
的な評価の数値が上昇し、意識が高まっていると
いうことがわかった（図 8）。

コミュニティ・スクール導入後の成果について、
2回目の調査では ｢学校と地域の情報の共有化｣
や「外部人材の活用のしやすさ｣「学校に対する
地域の理解の深まり」の項目において肯定的な評
価の数値が上昇し、学校と地域の連携が推進され
てきたことが窺えた（図 9）。
また、高等学校における地域連携の必要性につ
いて「必要である」と回答した教員が増え「必要
だが、教育活動の中で行うことは負担」と回答し
た教員は減少した（図10）。

図 ７ 　Ｍ小学校の地域連携を行う際の校内体制

図 ８ 　地域連携の取り組みによる成果
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調査結果の比較から、N校教員の意識の変化が
みられた。これらの変化は、これまで継続してき
た取り組みの成果であったり、年度末の時期に生
徒の学びの成果がみられたことだったりと、様々
な要因が関連していると考えられが、コミュニ
ティ・スクール導入による地域との関わりが意識
の変化につながっているのではないかと考えられ
る。
今後は、地域連携の取り組みを、学校行事や各
教科の指導に取り入れ、計画的に教育活動全体で
取り組むことで、実施時間の確保やそれぞれの教
員の役割分担がされ、多忙化の課題解決にもつな
がっていくと考えられる。また、今年度行われた
学校運営協議会であげられた議題や協議内容につ
いて教員全体で共有することで、今後の地域連携
の取り組みに対し、教員から学校運営協議会への
要望や提案が行われ、学校運営協議会委員の協力
が得られるという可能性もあるのではないかと考
えられる。

3 　コミュニティ・スクールの有用性周知の不十

分さへの対応

県内高等学校における地域連携に関する調査に
おいて、その成果は認識しているものの、 取り組
みを行う際の負担感、多忙化を感じている教員が
多いという課題がわかった。
この課題を解決するための一つの手立てとし
て、学校全体において、生徒の主体性や協働性の
育成につながるという成果を理解した上で、地域
連携の取り組みを行うことが必要になるのではな
いかと考えられる。小・中学校では、地域連携の
取り組みを行う際に、学校行事や各教科と関連さ
せた学びを行っているが、高等学校では「総合的
な探究の時間」として取り組んでいる学校が多く、
学校行事や各教科との結びつきについての意識は
低い。そこで、今後、教育活動全体で地域連携を
行う目的を共有し、そのための校内組織体制を構
築していく必要があるのではないかと考える。教
員の多忙な状況を想定し、コミュニティ・スクー
ルの情報を提供することが、今後コミュニティ・
スクール導入の推進につながると期待し、有用性
のある周知を考えることとした。

Ⅳ　課題解決のための実践と提案

Ⅱ章の地域連携に関する調査結果と、Ⅲ章の現
状把握のための実態調査から明らかになった点を
踏まえ、その課題を解決するための実践を行った。
1 　コミュニティ・スクールの周知を目的にした

パンフレット作成

県内教員を対象に、地域連携の取り組みの成果
の理解や、継続可能な校内の体制の構築、コミュ
ニティ・スクールの仕組みと役割、全国の事例な
どを周知してもらうための情報提供のパンフレッ
トを作成した。パンフレットを作成する際は、県
内管理職（16名）、県教育委員会事務局（ 1名）
に質問紙調査を依頼し、その調査結果を反映させ
た内容を盛り込んだ（図11）。改訂版では、全国
の質問紙調査と県内高等学校の質問紙調査の結果
を盛り込むことや、負担感をなくすこと、わかり

図 ９  コミュニティ ･ スクール導入後の成果

図１0　 地域連携の必要性
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やすい語句に整理することなどを改訂の視点とし
て、作成した。
この改訂版は、研修の機会が少ない現場の教員
が、自主的に短時間で目を通せるように情報量を
絞り、紙媒体（A 4 のワンペーパー表裏）の形式
で作成した。実際に研修会等でも活用できるよう
に、パンフレットはパワーポイントのソフトを使
い、この資料が 1枚あれば研修会等で活用できる
ようにした。
2 　コミュニティ・スクールに関する教員向け研

修会の提案

県内教員に向けて、このパンフレットを活用し
た研修会の実施について提案する。
研修会は、この資料を説明するためのプレゼン
テーションを作成し、スライドを活用してパンフ

レットの説明をすることを想定した。また、各学
校の研修会の時間が異なることを想定し、通常版
と、縮小版の研修会用プレゼンテーションを作成
した。説明は、管理職、または地域担当の教員な
どが行い、パンフレットを読み進めることで理解
が進むように、アニメーションを設定したスライ
ドを作成した（図12）。

Ⅴ　おわりに

本研究の目的は、本県高等学校における地域連
携の現状についての調査により、その成果と課題
を明らかにし、本県高等学校においてコミニュ
ティ・スクール導入の可能性を探ることであった。
Ⅱ章では、コミュニティ・スクールを導入してい

岩手県の高等学校で行われている地域連携の取り組みがより充実します
①学校運営協議会の設置により、学校と地域との関係が構築され、キャリア教育の充実や、学校の魅力化、特色あ
る学校づくりが推進されます。 ⇒学校運営の改善

②学校運営協議会の設置により、多くの学校の応援団が生まれ、地域住民や近隣の小･中学校、地元の商店街、企
業等の団体、地方公共団体等の協力を得ることが期待されます。 ⇒キャリア教育の充実

③学校運営協議会の設置により、地域の課題を高校生自らが地域と協働して解決していく課題解決学習が、高等学
校と地域の双方向的な魅力を発信することにつながります。 ⇒生徒の主体性の育成、地域愛着の向上

「地域とともにある学校づくり」
～コミュニティ・スクールの導入にむけて～

子どもたちを取り巻く環境や学校が抱える問題は複雑化・多様化しており、教育改革、地方創生等の観点からも、
学校と地域の連携・協働の重要性が指摘されています。子どもたちや学校が抱える課題の解決、未来を担う子どもた
ちの豊かな成長のためには「社会総掛かりでの教育の実現」が不可欠です。これからの学校は「開かれた学校」から
更に一歩踏み出し、目標やビジョンを地域住民等と共有し、地域と一体となって子どもたちを育む「地域とともにあ
る学校」へと転換していくことが重要です。「コミュニティ・スクール」（学校運営協議会を
設置した学校）はこの「地域とともにある学校づくり」へ転換するために有効なツールです。

１ 背景

２ 仕組み 出典：文部科学省 コミュニティ・スクール https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/community/

３ コミュニティ･スクールを導入するきっかけ（全国の事例）

2020
岩手大学教職大学院

現職院生 川原 恵理子
参考：｢コミュニティ・スクールのつくり方｣

文部科学省 総合教育政策局
地域学習推進課（ ）

教育長より 教育委員より 社会教育課長
より

社会総掛かりで生徒を育
てる体制をつくるため、
意見をいただくだけでな
く、地域と学校が一体と
なって生徒を育てる体制
を作りたい。

校長より

コミュニティ･スクールとは

保護者や地域住民､教
職員などから構成され
る学校運営協議会を設
置し､学校運営の基本
方針の承認したり､教
育活動について意見を
出し合ったりすること
で､ビジョンを共有し､
協働して学校づくりを
進める仕組みです。

運営において
大切な視点

①関係者が当事者意識
を持って「熟議」を
重ねること

②学校と地域の人々が
「協働」して活動
すること

③学校が組織として
力を発揮する
「マネジメント」

「社会に開かれた教育課
程」の実現のために、ま
ずは保護者や地域住民と
情報や課題を共有して教
育活動を進めたい。

学校と地域の連携・協働
体制の構築に向けて、
「依頼する⇔される」と
いう関係ではなく、目標
や役割分担等について話
し合う場を設定すべき。

地方創生をめざして、学
校を核として地域全体で
共通の目標・ビジョンを
持って取り組む｢コミュニ
ティ・スクール｣の仕組み
が必要。

：教職員の負担が増加しませんか？
学校運営協議会の運営が軌道に乗るまでに一定

程度の期間が必要となりますが、学校･地域･家庭
の目標やビジョンが共有されることで、学校･地
域･家庭の適切な役割分担がなされ、教職員の負
担の軽減が可能となります。

生徒

保護者地域住民

教職員
高等学校において

広く地域や社会の参
画・協力を促進する
ことは、学校運営の
改善につながります

取組例
①地域と連携した教育活動
（キャリア教育と探究学習）
②企業・大学との連携による
専門教育への取組

（医療、福祉、英会話）
③地域に根ざした学校づくり
（地域の課題解決に向けた取組）
④地域人材の育成
⑤高校生のアイディア
を元にした地元の
商品開発

４ コミュニティ･スクールを導入することでの効果 ５ 高等学校の先進事例 全国

保護者・地域住民の
学校運営への参画一緒に課題に対する

対応を考え、実行に
移すことができます

７ コミュニティ･スクール設置に関する ＆

地域の方や保護者が
学校を理解し､賛同
してくれるという安
心感が得られます

学校や地域への理解
が深まり、地域の中
で育てられているこ
とへの安心感が生ま
れます

学校を中心につな
がった絆は、地域の
力を高め、地域の
人々に安心と生きが
いを与えます

学びがより豊かに
なり、教育活動が
充実します

教職員が子どもと
向き合う時間を確
保できます

地域ならではの特色
ある学校づくりを進
めることができます

地域への愛着や
担い手としての
自覚が生まれます

防災の観点からも安
心・安全な教育環境
で学習できます

６ コミュニティ･スクール導入校へのアンケート結果 全国）

全国でコミュニティ･スクールを導入している高等学校 校 を対象に行ったアンケート結果です 岩手大学教職大学院

グラフは、全国の先生方に６件
法（強くそう思う＝６、強くそう
思わない＝１）で意識を調査し、
数値の平均を求めたものです。成
果の上位は、学校全体に関わる内
容でした。また、記述には｢学校
と地域の学びの土壌ができつつあ
る｣や｢生徒が地域を見直すきっか
けになった｣｢町や地域企業等の協
力が増えた｣｢委員の方のアドバイ
スにより学校運営が具体化され
た｣｢課題が改善され入学志願者の
増加につながった｣などの回答が
ありました。

：教職員の任用に関する意見にはどのようなものがあるのですか？
「教職員の任用に関する意見の申出」は、学校の抱える問題の解決や特色ある学校づくりに

必要な校内体制の整備･充実が図られるなどの意義があります。実際にコミュニティ･スクール導入校で意見の申出が
あったのは約 ％であり、意見の内容は教職員人事に関する一般的要望が約 ％を占めています。一般的要望の例
としては「地域連携の核となる社会教育主事の資格を有する教員の配置」や､「地域に根ざしたスポーツに関連する部
活動の専門的指導ができる教員の配置」「個別指導のための学習支援員の複数配置」などです。

：学校評議員制度との違いは何ですか？
学校運営協議会は合議体であり、学校と地域が対等な立場で

協議するという役割があります。地域住民が当事者として学校
運営に参画することを通じて、学校と地域の連携･協働体制が
組織的･継続的に確立され、「地域とともにある学校づくり」
を効果的に進めることができます。

保護者同士や地域の
人々とのつながりが
生まれます

図１１　コミュニティ・スクールの情報提供パンフレット
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る高等学校を対象とした全国調査と、県内の高等
学校における地域連携に関する調査結果から、成
果と課題を明らかにすることができた。Ⅲ章では、
県内小・中学校及び県内Ｎ校の地域連携の取り組
みの実態を調査し、地域の特性・特色を生かした
学校と地域の協働による学校支援体制づくりや地
域連携の取り組みの校内体制の構築、学校の組織
としてのマネジメント力の大切さを理解すること

ができた。Ⅳ章では、課題解決のための実践と提
言として、県内教員向けのコミュニティ・スクー
ルの情報提供のためのパンフレットを作成するこ
とができた。
今後、研修会を実施し、実際に有効性のある周
知の方法かどうかの検証を行う予定である。
研究を進める中で、今後、本県の高等学校で、
コミュニティ・スクール導入が推進されるために

「地域とともにある学校づくり」
～コミュニティ・スクールの導入にむけて～

１

３

出出典典：：文文部部科科学学省省 ココミミュュニニテティィ・・ススククーールル
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/community/

４ コミュニティ・スクールを導入することでの効果

教職員 学びが豊かになり、
教育活動が充実し
ます

教職員が子どもと向き合
う時間を確保できます

特色ある学校づくりを
進めることができます 地域への愛着

が育まれます

生徒

保護者・地域住民の
学校運営への

参画

地域住民

地域の人々に安
心と生きがいを
与えます

地域の方や保護者が学
校を理解してくれると
いう安心感があります

一緒に課題に対する対
応を考え、実行に移す
ことができます

防災の観点からも
安心・安全な教育
環境で学習できます

保護者

保護者同士や地域の
人々とのつながりが
生まれます

学校や地域への理解が深
まり、地域の中で育てら
れていることへの安心感
が生まれます

７

子どもたちや学校が抱える課題の解決、未来を担う子どもたちの豊かな成
長のためには「社会総掛かりでの教育の実現」が不可欠です。これからの
学校は、目標やビジョンを地域住民等と共有し、地域と一体となって子ど
もたちを育む「地域とともにある学校」へと転換していくことが重要です。
「コミュニティ・スクール」（学校運営協議会を設置した学校）はこの
「地域とともにある学校づくり」へ転換するために有効なツールです。

１ 背景

コミュニティ･スクールとは
保護者や地域住民､教職員などから構
成される学校運営協議会を設置し､学
校運営の基本方針の承認したり､教育
活動について意見を出し合ったりする
ことで､ビジョンを共有し､協働して学
校づくりを進める仕組みです。

運営において大切な視点
①関係者が当事者意識を持って
「熟議」を重ねること
②学校と地域の人々が「協働」

して活動すること
③学校が組織として力を発揮する

「マネジメント」

２

「社会に開かれた教育
課程」の実現のために

地方創生をめざして
学校を核として
地域全体での
共通の目標・

ビジョンを持つ

連携・協働体制の
構築に向けて

地域と学校が一体
となって、生徒の
成長を育てる体制

を作りたい

生徒を育てる体制づくり

３ コミュニティ･スクールを導入するきっかけ 全国の事例）

まずは保護者や
地域住民との情
報や課題を共有

目標や役割分担等
について話し合う
場を設定すべき

６

７ コミュニティ・スクールに関する ＆

：教職員の負担が
増加しませんか？

：学校評議員との
違いは何ですか？

：教職員の任用に関する意見にはどのようなも
のがあるのですか？

１０

図１２　研修会用プレゼンテーションのスライド（一部）
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は、さらに教員への有効な周知が必要であると感
じた。今回個人として行った実践の周知の方法に
は限界があった。さらに有効な方法は、組織とし
て行う周知のあり方の検討である。加えて、組織
で行う導入推進の手立てとしては、県単位でコ
ミュニティ・スクールの推進に向けたチームとし
ての連携・協働の強化を図ることや、教職員を含
む学校関係者、保護者、地域関係者に対する積極
的な普及・啓発を行うこと、コミュニティ・ス
クール導入について検討を行っていない高等学校
への周知、地域の小・中学校との合同で行う学校
運営協議会の実施、管理職のマネジメント力向上
のための研修会の実施、学校施設の積極的な開放
等による地域の学びの場づくりの推進、コミュニ
ティ・スクールの取り組みの充実を図るために学
校裁量で支出できる運営経費の措置などが考えら
れる。
今後は、今回の研究を進める中で得た知識や実
践事項を現場で活かし、本県高等学校の地域と
ともにある学校づくりの実現のため、コミュニ
ティ・スクール導入の推進に関わっていきたいと
考える。
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